
- 1 - 

 

証明書発行窓口（出張所）のあり方に関する検討について 
 

 

第 1 目的・現状等 

 

１ 検討の目的 

  市では、行政経営改革を着実に推進するための白井市行政経営改革実施

計画の取組項目に『出張所の窓口の廃止』を掲げています。 

この計画に基づき、行政のスリム化、人員及び歳出の削減を図るため、

出張所の窓口の廃止を検討するものです。 

  

 

２ 出張所の位置及び業務 

  出張所は、市内の５カ所のセンター内に、白井市役所出張所設置条例に

基づき設置しており、次の業務を行っています。 

名 称 位 置 業 務 

西白井出張所（複合） 清水口１丁目２番１号 (1) 戸籍証明の交付 

(2) 住民票の写しの交付 

(3) 印鑑登録証明書の交付 

(4) 年金受給者の記載 

(5) 出張所の管理運営事務 

冨士出張所 冨士２３９番地の２ 

公民センター出張所 中９８番地の１７ 

桜台出張所 桜台２丁目１４番 

白井駅前出張所 堀込１丁目２番２号 

 

 

３ 直営から指定管理への移行状況 

各出張所を設置しているセンターについては、平成２１年度から順次指 

定管理に移行しており、指定管理に伴い開所日を週６日から週３日に変更 

しました。 

ただし、冨士出張所については、平成２９年４月から週５日、同年１０ 

月から週４日、平成３０年４月から週３日に縮小し、段階的な見直しを実 

施しました。 

また、公民センターについては平成２９年度から直営に戻ったため、市 

役所と同じ平日週５日開所している状況となっています。 
 

 

 

各出張所の指定管理への移行状況                    （年度） 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

複合  直 営  直 営  直 営              

冨士 直 営  直 営  直 営 直 営  直 営  直 営 直 営 直 営 直 営 直 営       

公民 直 営           直 営 直 営  直 営  直 営  直 営 直 営

桜台 直 営  直 営  直 営              

駅前 直 営  直 営                

※黒ラインが指定管理（年度） 

 

パブリック・コメント（意見公募）資料
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４ 出張所の開所日・開所時間 

  各出張所（公民センターを除く。）は職員１名体制であり、平日は午前中

のみ開所。※土日の午後１時から２時までは休憩時間のため発行不可 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 

複合 

  8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

13： 00

      14： 00～

17： 15

冨士 

 8： 30～  

12： 00 

 8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

13： 00 

 

     14： 00～

17： 15 

 

公民 
8： 30～  

17： 15 

8： 30～  

17： 15 

8： 30～

17： 15

8： 30～

17： 15 

8： 30～

17： 15 

 

 

 

 

 

桜台 

 

 

 8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

13： 00

      14： 00～

17： 15

駅前 

 8： 30～  

12： 00 

 8： 30～  

12： 00

 8： 30～  

13： 00 

 

     14： 00～

17： 15 

 

 

５ これまでの経緯 
H15.8.25 住民基本台帳ネットワークにより住民登録地以外の市区町村窓口でも 

住民票の写しを取得することが可能となる。（広域交付住民票） 

H29.1.4 住民票の写し・印鑑登録証明書のコンビニ交付サービス開始 

H29.11.13 マイナンバーを活用した情報連携が順次開始され、行政機関等の各種

手続の際に住民票などの提出書類を省略することが可能となる。 

※令和４年３月時点で約２，３００の手続きで省略が可能。 

H30.8 『財政推計の見直しと財政健全化の取組』に、歳出削減のための取組

みとして「出張所の廃止」を掲げ、「マイナンバーカードの取得率を

高め、住民票などのコンビニ交付を積極的に推進することにより、段

階的に出張所窓口を廃止する」こととした。 

R1.6 国の閣議決定により、令和４年度中にほとんどの住民がマイナンバー

カードを保有していることを想定した方針が示される。 

R2.3.17 意見交換会、アンケート調査等の結果を踏まえ、行政経営戦略会議に 

おいてマイナンバーカードの交付率５０％を目安として、その時点から

２年以内に出張所業務のあり方について再度検討を行うこととした。 

R2.10.1 各 出 張 所 （ 公 民 セ ン タ ー を 除 く 。 ） の 平 日 の 開 所 時 間 を 午 前 中 の み

（8：30～ 12： 00）に縮小 

R4.1.17 コンビ二交付に、税証明（所得等証明、課税証明、非課税証明）を追加

R4.3 行政経営改革実施計画に、財政健全化の取組から新たに位置づける取

組項目として「出張所の窓口の廃止」を掲げ、令和 5 年度中を目標に

実施することとした。 
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６ 各出張所の交付件数 

  住民票等の交付については、コンビニ交付の件数が増加していることや、令和２

年１０月に公民センターを除く４つの出張所の平日の開所時間を午前中のみ（8：30～

12： 00）に縮小したことにより、交付件数が年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件） 

 西白井 

出張所 

冨 士 

出張所 

公民センター

出張所 

桜 台 

出張所 

駅 前 

出張所 
合 計 

Ｒ元年度 ３，５１０ １，９０１ ３４３ １，８１９ １，４９０ ９，０６３

Ｒ２年度 ２，８１８ １，４０５ ３４４ １，６５２ １，１７４ ７，３９３

Ｒ３年度 ２，３４９ １，１５９ ３５１ １，３１３ ９９３ ６，１６５

 

７ 出張所・コンビニ交付・市役所その他の交付件数 

  平成２９年１月から実施しているコンビニ交付件数が、近年のマイナンバーカー

ドの普及に伴い、増加している状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件）  

  出  張 所 コンビ二交付 市役所その他 

Ｒ元年度 ９，０６３ １，２９１ ４５，０６４

Ｒ２年度 ７，３９３ ２，４５１ ４２，２１１

Ｒ３年度 ６，１６５ ５，０１３ ４２，１４４
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８ 各種諸証明の交付件数の推移 
マイナンバーを活用した情報連携が開始され、行政機関等への各種手続の際に住 

 民票や課税証明書などの提出書類を省略することが可能となり、令和４年３月時点 

で児童手当支給事務など約２，３００の手続きで省略が可能となっています。 

このため、令和３年度はやや増加したものの、年々、各種諸証明の交付件数は減

少している状況です。 

 

９ 各種証明書の主な用途 
証明書 主な用途 

住民票の写し 運転 免 許 証記 載 事 項変 更 、 不動 産 ・ 自動 車 等 の売 買 、 賃貸 借契

約、相続手続、保険金請求、住宅ローン借入れ、公的資格取得、

入学 、 就 職、 銀 行 口座 の 開 設、 金 融 機関 へ の 住所 ・ 氏 名変 更届

出、職場への住所・氏名変更届出、児童手当現況届、扶養控除申

告、指定難病受給申請、親元同居近居支援補助金受給申請、債権

回収、訴訟の提起、携帯電話の契約 等 

印鑑登録証明書 不動産・自動車等の売買、廃車、公正証書作成、相続手続、保険

金請求、賃貸住宅入居、住宅ローン借入れ、会社設立 等 

戸籍謄抄本 パスポート申請、戸籍届出、旧氏併記申請、相続手続、保険金請

求、年金請求、公正証書作成、公的資格取得、通信契約の家族確

認、自動車所有者の氏名変更 等 
 

１０ 出張所の運営について 
住民基本台帳を取扱う出張所業務は、市町村の適切な管理下であれば、民間委託が可

能ですが、必ず同一の室内に市職員が常駐する必要があります。 

また、公共サービス改革法に基づく市場化テストを行うことにより、民間委託してい

る事例がありますが、第三者機関の設置、実施方針・実施要項・選定基準の策定、競争

入札の実施、契約についての議会の議決が必要となります。 

なお、郵便局との包括連携に関する協定に基づき、証明書交付事務を委託している事

例もありますが、本市では郵便局と市役所が近接していることや、費用対効果が見込め

ないことなどから、郵便局への委託は予定していません。 

その他として、出張所を廃止する代わりに、遠隔で対話業務を行うＡＩアバター対話

システムを設置し、市役所に待機する職員が住民票等の取得方法や行政サービス全般の

案内を行う場合、１台当たり年間約１２０万円の費用が発生します。 
 

１１ マイナンバーカードのメリットについて 

現状のメリット 今後のメリット 
・マイナポイントがもらえる。 

・コンビニで住民票などが取得できる。 

・ワクチン接種証明が取得できる。 

・オンラインで確定申告などの行政手続 

きができる。 

・健康保険証として利用できる。 

・免許証返納後の本人確認書類になる。 

・給付金が受け取りやすくなる。 

・マイナンバーカード所有者の転出・転 

入手続のワンストップ化 

・運転免許証や在留カードとの一体化 

・スマートフォンとの一体化 

・マイナンバーカードの国外継続利用 

・国家資格等（医師、歯科医師、看護師 

等）のデジタル化 

・民間のサービスにも拡大予定 

 交付件数 収入額 

平成２９年度 ６０，５９７ １９，９５３，９５０円 

平成３０年度 ５９，２７７ １９，５９６，５００円 

令和元年度 ５５，４１８ １８，２４７，０５０円 

令和２年度 ５２，０５５ １７，１３７，９６０円 

令和３年度 ５３，２７５ １７，４７２，７５０円 



- 5 - 

１２ 出張所及びコンビニ交付の経費の比較 
  （ 円 ）  

年度 

出張所 コンビ二交付 市役所その他 

経 費  

※1 

1 件  

当たり  

コ ス ト  

経  費  

※2 

1 件  

当たり  

コ ス ト  

経  費  

※3 

1 件  

当たり  

コ ス ト  

Ｒ１ 13,767,579 1,519 4,790,191 3,710 7,716,751 139

Ｒ２ 11,950,199 1,616 4,904,767 2,001 9,364,252 180

Ｒ３ 9,215,598 1,495 5,289,139 1,065 9,428,350 177

※ 1 出張所の経費は、人件費・機器賃貸借料・システム使用料等の合計値 

※2 コンビニ交付の経費は、委託料・運営負担金・システム使用料等の合計値 

※3 市役所その他の経費は、3 名体制・ＰＣ端末等 3 台・システム使用料等の合計値 
 

１３ 住民票等の様々な取得方法 
 

 
 

  住民票は、代理人申請や郵送申請で取得することができるほか、住基ネットを利

用した全国市町村窓口での広域交付や、マイナンバーカードでのコンビニ交付など

様々な方法で取得することができます。 

  また、令和６年３月頃には戸籍証明の広域交付が開始される予定です。 
 

 
 

 

場所等 取得方法等 

市役所 

市民課窓口  

平日 8：30～ 17： 15 に市役所市民課で請求書を記載し、本人確認

書類を提示することで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写

し等が取得できる。 

各センター 

出張所 

各出張所の開所時間に各出張所で請求書を記載し、本人確認書類

を提示することで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写し等

が取得できる。 

全国の市町村 

役場窓口での 

広域交付 

各市町村の定める時間帯(白井市は平日 9：00～ 17： 00)に、本人が

請求書を記載し、官公署発行の顔写真入りの本人確認書類を提示す 

ることで、本人又は本人と同じ世帯の方の住民票の写しが取得でき 

る。※本籍表示不可 

全国の 

コンビニ交付 

毎日 6：30～ 23： 00 の時間帯に、全国のコンビニエンスストア等 

に設置されているマルチコピー機にマイナンバーカードをセットし、

４桁のパスワードを入力、必要な証明書と部数を選択、表示された 

手数料を投入することで、住民票、印鑑登録証明書、課税証明書、 

非課税証明書、所得等証明書が取得できる。※申請書記入不要 

代理人申請 

市役所・出張所の開所時間に、申請者からの委任状を持参し、請

求書を記載し、代理人の本人確認書類を提示することで、住民票の

写し等が取得できる。 

郵送申請 

申請書、手数料分の定額小為替、切手を貼った返信用封筒、官公

署発行の本人確認書類を同封することで、郵送で戸籍証明や住民票

の写しが取得できる。 
 

１４ マイナンバーカードの交付状況（令和４年７月末時点）  

 交付率 交付枚数 人口（R3.1.1） 世帯（R3.1.1）

白井市 50.2％ 31,699 63,162 26,228

千葉県 47.0％ 2,973,424  6,322,897 2,964,119

全 国 45.9％ 58,151,191 126,654,244 59,497,356
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１５ 白井市近辺のコンビ二エンスストア等設置状況 

 
エリア 名称（場所） 

西 白 井

出 張 所

エリア 

①  セブンイレブン西白井駅前店（けやき台 1-2-2）  

②  セブンイレブン白井大山口店（根 1946-1）  

③  セブンイレブン白井市清水口店（根 1667-5）  

④  セブンイレブン白井ベリーフィールド店（根 1919-5）  

⑤  ローソン千葉白井店（西白井 2-26-23）  

桜  台  

出 張 所

エリア 

⑥  セブンイレブン白井桜台店（桜台 2-1）  

⑦  セブンイレブン印西中央北１丁目店（印西市中央北 1-4）アルカサール 

⑧  セブンイレブン印西中央南店（印西市中央南 1-1-2）  

⑨  ミニストップ千葉ＮＴ白井店（谷田 847-1）  

⑩  ローソン印西東京電機大前店（印西市武西 1134-4）  

⑪  ファミリーマート印西中央北店（印西市中央北 1-3-1）  

⑫  ファミリーマート千葉ＮＴ中央駅店（印西市武西字馬橋台 1390-2）

⑬  イオン千葉ニュータウン店（印西市中央北 3-1-1）  

白井駅前 

出 張 所

エリア 

⑭  セブンイレブン白井笹塚店（笹塚 3-24-1）  

⑮  セブンイレブン白井根店（根 438）ナリタヤ前 

⑯  ファミリーマート白井堀込店（堀込 1-1-45）  

⑰  ミニストップ千葉ニュータウン南山店（白井市南山 2-11-3）  

公  民  

センター

出 張 所

エリア 

⑱  ローソン白井工業団地店（河原子 354-3）  

⑲  ローソン白井折立店（折立 365-1）  

⑳  ミニストップ白井河原子店（河原子 224-1）  

㉑セブンイレブン白井工業団地店（河原子 365-5）  

㉒セブンイレブン白井神々廻店（神々廻 1646-3）  

冨  士  

出 張 所

エリア 

㉓セブンイレブン白井冨士店（冨士字南園 242-1）  

㉔ローソン・スリーエフ白井冨士店（冨士 24）白冨士園前 

㉕ローソン白井根店（根字丸山 323-4）北総白井病院近く 

㉖ミニストップ白井冨士店（冨士 147-11）  

市内２０店舗 市外６店舗 計２６店舗 ※全国約５６，０００店舗 
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１６ 千葉県内３７市のコンビニ交付実施状況      
・県内の 37 市のうち、 32 団体（ 86.5％）がコンビニ交付を実施しています。  
・コンビニ交付を実施している 32 団体のうち、 24 団体（ 75.0％）が戸籍証明取得可  

能であり、 7 団体（ 21.9％）がコンビニ交付手数料の減額を実施しています。  
 

令和４年７月末時点  

 
※並び順は、令和３年６月末のマイナンバーカード交付率の上位から順に表示しています。  

窓口 コンビ二 窓口 コンビ二 窓口 コンビ二 窓口 コンビ二

1 浦安市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
2 ⽩井市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
3 習志野市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
4 印⻄市 200 同額 200 同額 450 × 200 同額
5 千葉市 300 250 300 250 450 400 300 250
6 ⽊更津市 300 100 300 100 450 200 300 100
7 成⽥市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
8 我孫⼦市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
9 ⼋千代市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額

10 館⼭市 300 同額 350 同額 450 × 350 同額
11 市川市 300 250 300 250 450 400 300 250
12 柏市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
13 市原市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
14 銚⼦市 350 × 350 × 450 × 350 ×
15 鎌ケ⾕市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
16 南房総市 300 同額 350 同額 450 同額 350 同額
17 君津市 300 200 300 200 450 350 300 200
18 流⼭市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
19 ⼤網⽩⾥市 300 × 300 × 450 × 300 ×
20 四街道市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
21 東⾦市 300 × 300 × 450 × 300 ×
22 ⼋街市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
23 袖ケ浦市 300 200 300 200 450 350 300 200
24 茂原市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
25 いすみ市 300 × 300 × 450 × 300 ×
26 勝浦市 300 × 300 × 450 × 300 ×
27 富津市 300 200 300 200 450 × 300 200
28 船橋市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
29 富⾥市 300 同額 300 同額 450 × 300 ×
30 松⼾市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
31 鴨川市 300 同額 350 同額 450 同額 350 ×
32 ⼭武市 300 200 300 200 450 同額 300 200
33 野⽥市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額
34 ⾹取市 300 同額 300 同額 450 × 300 同額
35 旭市 300 同額 300 同額 450 同額 300 ×
36 佐倉市 350 同額 350 同額 450 同額 300 同額
37 匝瑳市 300 同額 300 同額 450 同額 300 同額

№ 市名

住民票 印鑑証明 戸籍謄抄本 税証明
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１７ 千葉県内３７市の出張所設置状況     （令和４年７月末時点）  

 
※並び順は、面積順に表示しています。（人口は、令和 4 年 4 月 1 日現在常住人口を表示）  

異動可 証明のみ 計
1 市原市 10 0 10 0 1 － 266,493 368.16
2 君津市 4 0 4 0 0 有 80,750 318.78
3 千葉市 17 5 22 0 10 － 976,925 271.76
4 ⾹取市 1 2 3 0 0 － 70,430 262.35
5 南房総市 6 0 6 0 0 － 34,636 230.1
6 成⽥市 4 1 5 0 0 － 131,111 213.84
7 富津市 1 0 1 0 0 有 41,248 205.4
8 鴨川市 5 0 5 0 0 有 31,312 191.14
9 いすみ市 2 0 2 0 0 － 34,648 157.5
10 ⼭武市 3 0 3 0 0 － 47,279 146.77
11 ⽊更津市 1 9 10 0 0 － 135,947 138.9
12 旭市 0 3 3 0 0 － 62,646 130.45
13 印⻄市 9 0 9 0 0 － 105,396 123.79
14 柏市 12 1 13 0 0 － 430,032 114.74
15 館⼭市 0 0 0 0 0 － 44,195 110.05
16 佐倉市 6 2 8 0 3 － 166,511 103.69
17 野⽥市 5 0 5 1 0 有 151,926 103.55
18 匝瑳市 1 2 3 0 0 － 34,060 101.52
19 茂原市 1 0 1 0 0 － 86,054 99.92
20 袖ケ浦市 2 0 2 0 0 － 64,414 94.92
21 勝浦市 0 0 0 0 0 有 16,206 93.96
22 東⾦市 0 0 0 0 0 － 57,223 89.12
23 船橋市 8 0 8 2 0 － 644,697 85.62
24 銚⼦市 2 0 2 0 0 － 56,093 84.2
25 ⼋街市 0 0 0 0 1 － 66,284 74.94
26 松⼾市 8 1 9 0 0 － 496,540 61.38
27 ⼤網⽩⾥市 1 0 1 0 0 － 47,657 58.08
28 市川市 7 1 8 0 5 － 496,104 57.45
29 富⾥市 1 0 1 0 0 － 49,151 53.88
30 ⼋千代市 7 0 7 0 0 － 201,410 51.39
31 我孫⼦市 7 0 7 0 0 － 129,904 43.15
32 ⽩井市 0 5 5 0 0 － 61,996 35.48
33 流⼭市 4 0 4 0 0 有 206,137 35.32
34 四街道市 0 4 4 0 0 － 94,410 34.52
35 鎌ケ⾕市 0 1 1 1 2 有 109,744 21.08
36 習志野市 0 3 3 0 0 － 176,015 20.97
37 浦安市 0 3 3 0 0 － 170,008 17.3

⼈⼝ ⾯積
出張所の数

№ 市名 その他
マルチコ
ピー機

⾃動交
付機
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第２ 廃止に伴う代替措置の案について 
※下案は、代替措置を講じる場合の案を例示したもので、経費面等により実施できない場合があります。  

案１ 新たな代替手段は講じず、マイナンバーカードの普及を推進 
市では、マイナンバーカードを利用方法の拡大を検討しており、転出・転入手 

続のワンストップ化や、現在行える児童手当等の子育て関連の１５の手続きに加 

え、介護関連の１１の手続きを行えるよう準備を進めている。 

このようなデジタル化の取組みの中で、マイナンバーカードがあればコンビニ 

エンスストア等で住民票等を取得することができるため、新たな措置は講じない 

こととする。 

（メリット） 

・人員、経費の削減及びマイナンバーカードの普及促進が図られる。 

（デメリット） 

・マイナンバーカードを持っていない方の証明書の取得手段が減少する。 
 
 

 
 

 

案２ マイナンバー休日開庁日に住民票、印鑑証明の休日発行の実施 
現在、平日仕事で市役所に来られない方などのために、毎月、第二土曜日及び

最終日曜日の午前中（9：00～ 12： 00）に市役所を開庁し、マイナンバーカードの

交付を行っている。出張所を廃止した場合、コンビニ交付以外では、土日に住民

票等を取得できる窓口がなくなるため、代替措置としてマイナンバー休日開庁日

に住民票及び印鑑証明の交付も行うこととする。 

（メリット）マイナンバーカードの休日開庁日に証明書を取得できる。 

（デメリット）証明書の交付方法を窓口交付からコンビニ交付等へ移行していくと 

いう方向性との相違が生じる。 
 
 

 

 

案３ マイナンバーカードで証明を取得する際の手数料の減額措置 
 

 

 
 

 

 

他市町村では、コンビニ交付手数料を窓口での手数料より減額している自治体も

あり、出張所を廃止することにより、人件費等の削減が見込まれることから、市民

の負担軽減のため、本市においてもコンビニ交付手数料を減額する。 

（メリット）マイナンバーカードの普及促進が期待できる。 

（デメリット）手数料の減額に伴い、歳入（収入額）が減額となる。 
 

 
 

 

 

案４ コンビニ交付への戸籍証明の追加 
  

  他 市 町 村 で は 、 戸 籍 謄 抄 本 や 附 票 を コ ン ビ ニ 交 付 可 能 と し て い る 自 治 体 も あ

り、利便性向上のため、本市においても戸籍証明のコンビニ交付を実施する。 

（メリット）全国のコンビニで 6：30～23： 00 まで戸籍証明が取れるようになるた 

め、マイナンバーカードの普及促進が期待できる。 

（デメリット）システム改修費用及びランニングコストがかかる。 

5 年間（60 月分）の総経費 28,157,800 円    【 R4.4.30 現在】 

（白井市在住の方のみの場合 26,606,800 円）  本籍人口 42,676 人

※導入から３年分は 1/2 の額が特別交付税措置対象となる。 

        ※市外の方も対象とした場合、新たに利用者登録事務が発生する。
 

 

 
 

 

 
 

案５ 市内行政機関へのマルチコピー機の設置 
 

 

  コンビニ等に設置されているマルチコピー機を、出張所等に設置する。 

（メリット）出張所等であれば、職員に利用方法を気軽に聞くことができる。 

（デメリット） 

・マルチコピー機の費用がかかる。１台につき 4,730,000 円  

（※翌年度以降ランニングコスト 1,056,000 円） 

・コンビニでは、午前６時３０分から午後１１時まで取得可能であるが、市の施 

設に設置する場合、開所時間が限られてしまう。 
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第３ 今後のスケジュール（案） 
 

時 期 内 容 

令和４年（２０２２年） 

4/27～ 5/22 ○アンケート調査 

6/22（水） ○行政経営戦略会議 

8/4（木） ○センター長会議 

・意見交換会及びパブリック・コメントの実施についての説明 

8/5（金） ○行政運営報告 

8/15（月） ○広報ＨＰ周知（意見交換会及びパブリック・コメントの実施）

8/25（木） ○議員全員協議会での説明 

9/1～ 14 ○パブリック・コメント（9/1～9/14）  

・アンケート結果・出張所のあり方の検討資料・条例案 

9/2（金） ○意見交換会（公民センター）18：00～19：00 

9/3（土） ○意見交換会（白井駅前センター）10：00～11：00 

○意見交換会（冨士センター）13：00～14：00 

9/4（日） ○意見交換会（西白井複合センター）10：00～11：00 

○意見交換会（桜台センター）13：00～14：00 

10 月  ○行政経営戦略会議 

・パブリック・コメント及び意見交換会の結果の報告 

・出張所のあり方の検討の決定 

※ここから下は出張所を廃止とする場合のスケジュール案です。

○例規審査会 

11 月 ○議員全員協議会での説明 

○市議会定例会  

・白井市役所出張所設置条例を廃止する条例について 

（施行期日：令和５年１２月２９日） 

12 月 令和４年１２月３１日をもって市役所及び駅前センターの行

政ＦＡＸの賃貸借契約の長期継続契約期間終了となる。 

※以降、令和５年１２月２９日まで契約更新 

令和５年（２０２３年） 

１月～12 月  ・広報等で出張所のあり方の検討結果について周知を行う。 

・市民課、出張所窓口でも１年をかけて来庁者へ周知を行う。 

2/9 ○定例記者会見 

12/29 ○出張所の廃止（最終営業日 12/28）  

令和６年（２０２４年） 

1 月 ＮＴＴデジタル通信モード「ＩＳＮネット」サービスの終了 

・出張所継続の場合、新たなＦＡＸ機器等の費用が発生。 

（市役所）１台 月額 75,680 円  総額 4,540,800 円（60 月）

（出張所）５台 月額 23,650 円  総額 7,095,000 円（60 月）

※現状維持の場合の令和６年度以降の経費（人件費等含む。） 

10,947,838 円（年） 
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【参考】第２次白井市行政経営改革実施計画（抜粋） 

令和 4 年 3 月策定 

適材適所による事業主体の見直し 

事業主体の選定にあたっては、職員が行った場合と外部委託した場合とのコストや 

サービスの質を比較した上で、事業主体を決定します。 

 

取組番号 13 項 目

名 
出張所窓口の廃止 

所 管

課 
市民課 

整理番号 2-5-②  

これまでの 

取り組み 

・ 市 の 出 張 所 で は 、 住 民 票 の 写 し や 印 鑑 登 録 証 明 書 等 の 発 行 の み が 行 え
る。（戸籍証明は平日のみ） 
・出張所運営についてのアンケート調査や意見交換会を実施した。 
 また、廃止の際は全出張所を同時に廃止することとしたが、時期につい
ては、マイナンバーカードの交付率が 50％を超えた時点から再検討するこ
ととなった。 
・一部出張所で平日の開所時間を午前中のみとする段階的な見直しを実施

これからの 

取り組み 

・マイナンバーカードの交付率について、令和 4 年度中には 50％を超える

見込みであるため、無作為抽出によるアンケート調査、市民との意見交換

会、出張所条例の廃止等を行い、令和 5 年度中の実施を想定している。 

目的 

マイナンバーカードの普及に伴い、役割の少なくなった出張所窓口を廃止
することで、行政のスリム化、人員及び歳出の削減を図るため。 

目標時期 令和 5 年度 

実施内容 
実施スケジュール 

令 和 4 年 度 令 和 5 年 度  令 和 6 年 度  令 和 7 年 度

出張所窓口の廃止の検討         

無作為抽出によるアンケート調査          

市民との意見交換会及び周知         

出張所窓口の廃止の実施         

         

 目標  効果 

令 和 4 

年  度  

・出張所窓口の廃止の検討 
・無作為抽出によるアンケート調査 
・市民との意見交換会及び周知 

【市の効果】 
・ 役 割 の 少 な く な っ た 出 張 所 窓 口 を 廃
止 す る こ と で 、 行 政 の ス リ ム 化 、 人 員
及び歳出の削減ができる。 
 
【市民の効果】 
・ コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア で は 、 よ り 幅
広 い 時 間 帯 で 証 明 書 等 の 発 行 が で き
る。 

出 張 所 窓 口 の 廃 止 は 、 マ イ ナ ン バ ー
カ ー ド の 普 及 ・ 周 知 に も つ な が る た
め 、 結 果 と し て 行 政 サ ー ビ ス の 向 上 が
期待できる。 

令 和 5 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 
・無作為抽出によるアンケート調査 
・市民との意見交換会及び周知 
・出張所窓口の廃止の実施 

令 和 6 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 

令 和 7 

年  度  

・出張所窓口の廃止の実施 
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コンビ二交付で住民票を取得する際の 

マルチコピー機の操作方法 
 ※画面はイメージです。実際の画面とは異なる場合があります。 

 

①  タッチパネル画面

のメインメニューか

ら「行政サービス」

を選択します。 
 

②  証明書交付サービ

スの注意事項を確認

の上、マイナンバー

カードを所定の位置

に置き、４桁の暗証

番号を入力します。 

③  希 望 す る 証 明 書

「住民票の写し」を

選択し、記載する世

帯構成（本人のみ、

世帯全員、世帯の一

部）を選択します。 
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④  世帯主、続柄、本

籍、筆頭者、個人番

号（マイナンバー）

の記載の有無を選択

します。 

⑤  必要な部数を入力

します。 

⑥  必要な証明の内容

や部数を確認の上、

表示された手数料の

金額を投入し、「プ

リントスタート」を

選択します。 

⑦  マイナンバーカー

ド 、 証 明 書 、 領 収

書、おつりの取り忘

れを確認してくださ

い。 
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白井市役所出張所設置条例を廃止する条例（案）  

  
白井市役所出張所設置条例（昭和５７年条例第１４号）は、廃止する｡  

   附 則  
 （施行期日）  
１ この条例は、令和５年１２月２９日から施行する。  
 （白井市複合センター設置管理条例の一部改正）  
２ 白井市複合センター設置管理条例（昭和５７年条例第１３号）の一部を

次のように改正する。  
  第３条中第１号を削り、第２号から第５号までを１号ずつ繰り上げる。  
  第４条の表白井市西白井複合センター、白井市白井駅前センター及び白

井市桜台センターの項中「市役所出張所」を削る。  
  第５条中第１号を削り、第２号から第４号までを１号ずつ繰り上げる。  
 （白井市公民センターの設置及び管理に関する条例の一部改正）  
３ 白井市公民センターの設置及び管理に関する条例（平成２５年条例第３

号）の一部を次のように改正する。  
  第３条中第２号を削り、第３号を第２号とする。  
 

 

白井市複合センター設置管理条例（昭和５７年条例第１３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（事業） （事業） 

第３条  複合センターは、次の各号

に掲げる事業を行う。 

第３条  複合センターは、次の各号

に掲げる事業を行う。 

                 (1) 市役所出張所に関すること。 

(1) 児童の健全な育成に関するこ

と。 

(2) 児童の健全な育成に関するこ

と。 

(2) 老人の健康増進を図るための

便宜供与に関すること。 

(3) 老人の健康増進を図るための

便宜供与に関すること。 

(3) 公民館活動に関すること。 (4) 公民館活動に関すること。 

(4) その他市長が必要と認める事

項に関すること。 

(5) その他市長が必要と認める事

項に関すること。 

（施設） （施設） 

第４条  前条の事業を行うため複合

センターは、次の施設をもって構成

する。 

第４条  前条の事業を行うため複合

センターは、次の施設をもって構成

する。 

名称 施設 

白 井 市 西 白 井 複 合

センター 

       

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

名称 施設 

白 井 市 西 白 井 複 合

センター 

市役所出張所 

児童館 

老人憩いの家 

公民館 
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白 井 市 白 井 駅 前 セ

ンター 

       

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

白 井 市 桜 台 セ ン タ

ー 

       

児童館 

公民館 
 

白 井 市 白 井 駅 前 セ

ンター 

市役所出張所 

児童館 

老人憩いの家 

公民館 

白 井 市 桜 台 セ ン タ

ー 

市役所出張所 

児童館 

公民館 

２ （略） ２ （略） 

（関係条例） （関係条例） 

第５条  次の各号に掲げる施設の管

理運営については、この条例に定め

るもののほか、当該各号に掲げる条

例及びこれに基づく規則の定めると

ころによる。 

第５条  次の各号に掲げる施設の管

理運営については、この条例に定め

るもののほか、当該各号に掲げる条

例及びこれに基づく規則の定めると

ころによる。 

                 

                 

      

(1) 市役所出張所  白井市役所出

張所設置条例（昭和５７年条例第

１４号） 

(1) 児童館  白井市児童館の設置

及び管理に関する条例（平成２０

年条例第１９号） 

(2) 児童館  白井市児童館の設置

及び管理に関する条例（平成２０

年条例第１９号） 

(2) 老人憩いの家  白井市老人憩

いの家の設置及び管理に関する条

例（平成２０年条例第２０号） 

(3) 老人憩いの家  白井市老人憩

いの家の設置及び管理に関する条

例（平成２０年条例第２０号） 

(3) 公民館  白井市公民館の設置

及び管理等に関する条例（平成２

０年条例第１８号） 

(4) 公民館  白井市公民館の設置

及び管理等に関する条例（平成２

０年条例第１８号） 

（略） （略） 

 

白井市公民センターの設置及び管理に関する条例（平成２５年条例第３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（業務） （業務） 

第３条  センターは、次に掲げる業

務を行う。 

第３条  センターは、次に掲げる業

務を行う。 

(1) 第１条の目的を達成するため

に必要な事業に関すること。 

(1) 第１条の目的を達成するため

に必要な事業に関すること。 

                  (2) 市役所出張所に関すること。 

(2) その他市長が必要と認める業

務 

(3) その他市長が必要と認める業

務 

（略） （略） 
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○白井市市民参加条例（抜粋）  
目次  
前文  
第１章 総則（第１条―第５条）  
第２章 市民参加の方法  
第１節 通則（第６条―第９条）  
第２節 審議会等（第１０条―第１３条）  
第３節 パブリック・コメント（第１４条―第１６条）  
第４節 アンケート調査（第１７条）  
第５節 意見交換会（第１８条―第２０条）  
第６節 ワークショップ（第２１条・第２２条）  
第７節 住民投票（第２３条）  
第８節 その他の方法（第２４条）  

第３章 推進体制（第２５条）  
第４章 雑則（第２６条―第２８条）  
附則  

（略）  
第２章 市民参加の方法  
第１節 通則  

（市民参加の対象）  
第６条 実施機関は、法令に特別の定めがある場合を除き、次に掲げる

行政活動を行おうとするときは、市民参加により行わなければならな

い。  
(1) 市の基本構想、基本計画及び市民に関わりの深い、個別行政分野

における施策の基本方針その他の基本的な事項を定める計画の策定

又は変更  
(2) 市の基本理念を定める条例の制定又は改廃  
(3) 市民に義務を課し、又は権利を制限する条例の制定又は改廃  
(4) 市民の生活に直接かつ重大な影響を与える条例の制定又は改廃  
(5) 市民の公共の用に供される大規模な施設の整備に係る基本計画等

の策定又は変更  
(6) その他特に市民参加を行うことが必要と認められるもの  

２ 前項の規定にかかわらず、緊急その他やむを得ない理由があると

き、金銭徴収に関する条例を制定し、若しくは改廃するとき又は政策

的な判断を要しない条項について条例を改正するときは、市民参加を

行わないことができる。  
（市民参加の方法）  

第７条 実施機関は、前条の行政活動（同条第２項の規定により、市民

参加を行わない場合を除く。）を行うときは、それぞれの事案ごと

に、次節から第８節までに定める市民参加の方法のうちから適切な方

法により行う。  
（略）  
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